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東京都心部における足元の空室率改善要因

※本資料は、「不動産マーケットリサーチレポート（2024年7月発行・要約版）第2章／不動産賃貸市場・オフィス編」から一部抜粋し、
一般読者向けに加筆修正したものです。



出所）三鬼商事データをもとに三井住友トラスト基礎研究所作成 注１）都心5区: 千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区 注２）新築ビル: 調査月を含め過去12か月間に竣工したビル 注３）既存ビル: 調査月の12か月前までに竣工したビル

東京都心5区では空室率の低下が続いている

◼ 東京都心5区では2023年以降、空室率の低下が続いている（図表１）

✓ 2023年は新築ビルの大量供給により、新築ビルにおける募集床の増加が空室率の押し上げ要因となっていたが、それを上回るペースで既存ビルにお
ける募集床が減少（需要が発生）したことで、空室率は緩やかに低下した（図表１、図表２）

✓ 2024年は新規供給が抑制的であるだけでなく、新築ビル・既存ビルともに募集床が減少（需要が発生）し、2024年9月時点では空室率が
4.6%まで低下している

◼ オフィス需要は「オフィスワーカー数×1人あたり面積」に分解して考えることができ、本レポートでは、オフィスワーカー数に影響を与える「
就業者数」、「企業のオフィス立地」(p.3)、1人あたり面積に影響を与える「オフィス出社率」(p.4)に分けて足元の動向を解説する
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図表１ 東京都心5区の空室率推移 図表２ 東京都心5区の空室率の前年同月差
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オフィス需要: 稼働面積（左軸） 空室面積（左軸） 南関東圏就業者数（右軸）

（万坪） （万人）

就業者数とオフィス需要(稼働面積)の間には長期において高い相関関係

賃貸オフィスビルストック
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本社立地数: 東京都心5区合計

（社）

出所）稼働面積および空室面積の実績値は三鬼商事データ（東京都心5区）、就業者数の実績値は総務省「労働力調査」よ
り南関東圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）の就業者数をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成

注）2024年は9月時点の暫定値

就業者数や企業の本社立地数の増加がオフィス需要の増加に寄与している

◼ オフィス需要のドライバーである就業者数は緩やかに増加しており、足元のオフィス需要の増加要因となっている（図表３）

◼ また、東京都心5区などの中心部へ企業の流入が続くと、オフィス需要はより増加しやすいと考えられる

✓ 例: 勤務先の企業が都心5区外（池袋など）から都心5区内（新宿など）に移転すれば、南関東圏に居住する就業者数に変化はなくとも、勤務
地の異動により都心5区のオフィス需要は増加する

◼ 東京都心5区における企業の本社立地数は、東京都心5区外からの転入等により増加が続いており、オフィス需要の増加要因となっ
ている（図表４）
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図表３ 東京都心5区の賃貸オフィスビルストックと南関東圏の就業者数 図表４ 東京都心5区における企業の本社立地数

出所）東洋経済新報社「日本の会社データ4万社」をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成

注）集計対象は、東洋経済新報社「日本の会社データ4万社」の収録企業（ 『会社四季報』の上場会社（約4,000社）、
『日本の企業グループ』の上場会社の子会社・関連会社（約34,000社）、『会社四季報 未上場会社版』の主要未上場会
社（約4,000社）、『外資系企業総覧』の在日外資系企業（約3,000社））である



◼ 企業のオフィス出社率は、2023年中は前年と比べ上昇していたが、2024年は概ね横ばいで推移している（図表５ 左図、青色線）

◼ 企業のオフィス出社率に関する今後の意向・予想（図表５、黄色線）は新型コロナ発生直後から大きくは上昇しておらず、足元では
実態（現状）の出社率が概ね同水準に達し、オフィス出社率は頭打ちとなっている

◼ 今後、企業がオフィス出社率を引き上げれば、オフィス需要を一段と押し上げる効果を持つと予想される

オフィス出社率の上昇は頭打ちとなっており、オフィス需要増加への影響は限定的
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出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査2020 秋」、「大都市圏オフィス需要調査2021春」、「大都市圏オフィス需要調査2021秋」、「大都市圏オフィス需要調査2022春①需要動向編」、「大都市圏オフィス需要調査2022秋①需要動向

編」、「大都市圏オフィス需要調査2023春」、「大都市圏オフィス需要調査2023秋」、「大都市圏オフィス需要調査2024春」および森ビル「東京23区オフィスニーズに関する調査」（2020年12月発行、2021年12月発行、2023年1月発行、2023年12月発行）を

もとに三井住友トラスト基礎研究所作成

注１）ザイマックス総研調査は、①ザイマックスグループの管理運営物件のオフィスビルに入居中のテナント企業、②法人向けサテライトオフィス「ZXY」契約企業、③ザイマックスインフォニスタの取引先企業、計約5.5万社（2024春調査時点）を対象とした調査結果

注２）森ビル調査は、東京23区に本社が立地する企業で資本金上位約1万社を対象とした調査結果

図表５ オフィス出社率の推移（各調査時点における実態と今後の意向・予想の比較）
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〒105-8574 東京都港区芝3-33-1 三井住友信託銀行芝ビル11階

https://www.smtri.jp
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当社発行「不動産マーケットリサーチレポート」のご案内

本レポートは、当社の有償レポート「不動産マーケットリサーチレポート（年２回発行）」をもとに、
一般の読者に向けて再編集したものです。将来予測を含む同有償レポートの内容および購入
につきましては、当社HP（https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html）をご
参照下さい。

【お問い合わせ】 投資調査部
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/

https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html
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